
 

 1 

アジア経済法令ニュース No.24-11 

 添付法令資料 1： 韓国河川法（目次） 

 添付法令資料 2： 中国企業档案管理規定（目次） 

 添付法令資料 3： 投資マネジメントのための土地の割当てに関する 2023 年 10 月 

  16 日付インドネシア共和国大統領規則 No. 70（目次） 

 添付法令資料 4： 鉄道法を合一するベトナム国会事務局の合一文書（目次） 

                    弁護士法人 瓜生･糸賀法律事務所 

                             2024 年 3 月 15 日（金） 

 

第 1 日本国 主要新法令及び改正法令 

1 電気事業法施行令の一部を改正する政令（政令第 45 号） 

24.03.06 公布／同日施行 

2 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律第二条

第十五項に規定する指定薬物及び同法第七十六条の四に規定する医療等の用

途を定める省令の一部を改正する省令（厚生労働省令第 36 号） 

24.03.06 公布 

 

第２-1 中国 主要新法令及び改正法令 

1 国务院组织法 

24.03.11 公布 国家主席令第 21 号／同日施行 

2 关于印发《中央企业安全生产考核实施细则》的通知 

24.02.01 公布 国务院国有资产监督管理委员会 国资发社责规[2024]15 号 

3 国务院办公厅关于进一步优化支付服务提升支付便利性的意见 

24.03.01 公布 国务院办公厅 国办发[2024]10 号 

4 国务院于《河南省国土空间规划（2021-2035 年）》的批复 

24.02.28 公布 国务院 国函[2024]33 号 

5 关于废止《对金银进出国境的管理办法》的决定 

24.02.26 公布 中国人民银行 海关总署令[2024]第 2 号／同日施行 

6 工业和信息化部等 18 部门办公厅（室）关于开展 2024 年“一起益企”中小微企

业服务行动的通知 

24.03.05 公布 工业和信息化部等 工信厅联企业[2024]16 号 

7 国家药监局关于发布仿制药参比制剂目录（第七十八批）的通告 

24.03.11 公布 国家药品监督管理局通告 2024 年第 11 号 

8 国家药监局关于批准注册 193 个医疗器械产品的公告 

24.03.07 公布 国家药品监督管理局公告 2024 年第 23 号 

9 关于拟批准建立 2 家国家计量人才实训基地的公示 

24.03.06 公布 国家市场监督管理总局计量司 

10 交通运输部关于发布《水运工程设计信息模型应用标准》《水运工程节能设计规
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范》行业标准英文版的公告 

24.01.24 公布 交通运输部公告 2024 年第 6 号 

11 交通运输部关于修改《民用航空产品和零部件合格审定规定》的决定 

24.02.18 公布 交通运输部令 2024 年第 5 号／24.04.01 施行 

12 2023 年沿海省际货运船舶运力分析报告 

24.03.08 公布 交通运输部 

13 2023 年度港口岸线使用审批项目“双随机、一公开”抽查情况公示 

24.03.06 公布 交通运输部综合规划司 

14 最高人民法院、司法部、中华全国律师协会关于印发部分案件民事起诉状、答

辩状示范文本（试行）的通知 

24.03.04 公布 最高人民法院等 法[2024]46 号 

15 关于设立防城港 2＃倾倒区等 5 个倾倒区的公告 

24.03.08 公布 生态环境部公告 2024 年第 9 号 

16 应急管理部办公厅关于印发《淘汰落后危险化学品安全生产工艺技术设备目录

（第二批）》的通知 

24.03.08 公布 应急管理部办公厅 应急厅[2024]86 号 

17 国家知识产权局办公室关于公布 2024 年度国家级知识产权保护规范化市场培

育对象的通知 

24.03.07 公布 国家知识产权局办公室 国知办函保字[2024]178 号 

 

第 2-2 中国会計・税務法令 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 2-3 中国金融（Banking, Securities & Insurance）法令 

1 中国人民银行 国家金融监督管理总局公告[2024]第 1 号 

24.02.24 公布 中国人民银行 国家金融监督管理总局公告[2024]第 1 号／同

日施行 

 

第 3 ロシア 

1 ロシア連邦国籍に関する 2023 年 4 月 28 日付ロシア連邦法律 No.138-FZ 

公布の日から 180 日経過後に施行 

2 個別の憲法的法律への変更の導入に関する 2023 年 4 月 28 日付ロシア連邦憲

法的法律 No.1-FKZ 

（注）併合に伴う経過措置の期限を延長するもの 

3 その余の最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 4 ベトナム 

1 フランチャイジング、外国商人の代表事務所及び支店並びに外国サービス提

供者の商品売買活動及び商品売買に直接関連する活動の分野における商工省
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大臣の各通知の若干の条項を修正し、又は補充する通知 

商工省の 2024 年 1 月 30 日付第 03/2024/TT-BCT 号通知／24.03.18 施行 

 

第 5 韓国 

1 医療機器法施行規則一部改正令 

24.03.08.公布 総理令第 1946 号／同日施行 

2 国会法一部改正法 

24.03.12 公布 法律第 20372 号／一部を除き、24.03.15 施行 

3 国民体育振興法施行令一部改正令 

24.03.12 公布 大統領令第 34302 号／24.03.15 施行 

4 産業安全保健法施行令一部改正令 

24.03.12 公布 大統領令第 34304 号／同日施行 

5 中小企業人材支援特別法施行令一部改正令 

24.03.12 公布 大統領令第 34307 号／24.03.15 施行 

6 個人情報保護法施行令一部改正令 

24.03.12 公布 大統領令第 34309 号／一部を除き、24.03.15 施行 

 

第 6 台湾 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 7 シンガポール 

1 Companies Act 1967 - Companies (Accounting Standards) (Revocation) 

Regulations 2024 

First published in the Government Gazette, Electronic Edition, on 7 

March 2024 and come into operation on 8 March 2024.; No. S 192/2024 

2 Business Trusts (Amendment) Act 2022 - Business Trusts (Amendment) 

Act 2022 (Commencement) Notification 2024 

First published in the Government Gazette, Electronic Edition, on 11 

March 2024 and comes into operation on 12 March 2024.; No. S 203/2024 

 

第 8 タイ 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 9 インドネシア 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 
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第 10 フィリピン 

1 INTELLECTUAL PROPERTY OFFICE 

  IPOPHL MEMORANDUM CIRCULAR NO. 2024-006 

  REVISED PHILIPPINE RULES ON PATENT COOPERATION TREATY 

(PRo-PCT) OF 2024 

23.11.21付／フィリピン大学へ提出して全国流通新聞において公布された

日から直ちに施行 

2 BANGKO SENTRAL NG PILIPINAS  

  CIRCULAR NO. 1189, S. 2024 

  UPDATED MANUAL OF REGULATIONS FOR BANKS AND 

NON-FINANCIAL INSTITUTIONS AS OF 31 DECEMBER 2021 

24.02.27 付／フィリピン大学へ提出して全国流通新聞において公布され

た日から 15 日後に施行 

3 INTELLECTUAL PROPERTY OFFICE 

  IPOPHL MEMORANDUM CIRCULAR NO. 2024-008 

  CONTINUATION OF PATENT PROTECTION INCENTIVE PROGRAM 

(“JUANA PATENT AND JUANA DESIGN PROGRAM”) FOR MSMEs 

24.03.11 付／全国流通新聞において公布された日から直ちに施行 

4 INTELLECTUAL PROPERTY OFFICE 

  IPOPHL MEMORANDUM CIRCULAR NO. 2024-007 

  AMENDMENTS TO THE REVISED RULES ON MEDIATION  

24.03.12 付／フィリピン大学へ提出して全国流通新聞において公布され

た日から直ちに施行 

 

第 11 インド 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 12 モンゴル 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 13 カザフスタン 

1 2021 年ないし 2025 年における私有化のいくつかの問題に関する 2020 年 12

月29日付カザフスタン共和国政府決定No.908への変更及び追加の導入に関す

るカザフスタン共和国政府決定 

2024 年 3 月 11 日付 No.158／公布の日から 10 暦日の経過後に施行 

2 「法による民主主義のための欧州委員会」へのカザフスタン共和国の加盟に

関するカザフスタン共和国大統領令 

2024 年 3 月 7 日付 No.494／署名の日から施行 
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第 14 ウズベキスタン 

1 ライフサイクル契約に基づく業務の実施方法に関する規程の承認に関するウ

ズベキスタン共和国内閣決定 

2024 年 3 月 6 日付 No.116／同月 7 日施行 

2 温室効果ガスの国際取引に関するプロジェクトの実施手続きに関する暫定規

程の承認に関するウズベキスタン共和国内閣決定 

2024 年 3 月 7 日付 No.117／同月 11 日施行 

3 国際労働機関の賃金保護条約 No.95（1949 年 7 月 1 日・ジュネーブ）の批准

に関するウズベキスタン共和国法律 

2024 年 3 月 12 日付 No.ZRU-918／同月 13 日施行 

 

第 15 トルコ 

1 刑事訴訟法及び特定の法律における変更の実施に関する法律 

2024 年 3 月 2 日付 No.7499 同月 12 日官報 No.32487／一部を除き、公

布の日から施行 

 

第 16 メキシコ 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 17 ミャンマー 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 18 添付法令資料 

   1 韓国河川法（目次） 

   2 中国企業档案管理規定（目次） 

   3 投資マネジメントのための土地の割当てに関する 2023 年 10 月 16 日付イン

ドネシア共和国大統領規則 No. 70（目次） 

   4 鉄道法を合一するベトナム国会事務局の合一文書（目次） 

 

【アジア経済法令ニュース編集メンバー】 

糸賀 了   弁護士 最高顧問パートナー 

瓜生 健太郎 弁護士 マネージングパートナー 

 

宍戸 一樹  弁護士：インドネシア・マレーシア・台湾・韓国・ロシア法令担当 
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 兼ラテン‐アメリカデスク主任 

穴田 功   弁護士 日本国及びニューヨーク州：タイ・香港・シンガポール・ 

インド・南アフリカ法令担当 

谷本 規   弁護士：香港・越南・フィリピン・インドネシア法令担当 

金田 繁   弁護士：インドネシア法令担当 

広瀬 元康  弁護士 日本国及びフランス国：メキシコ・ブラジル・インド・バン

グラデシュ法令担当兼ヨーロッパ・アフリカ・中東デスク主

任 

森 啓太   弁護士 日本国及びニューヨーク州：租税・独占禁止・知的財産・越

南・韓国・インドネシア法令担当 

谷添 学   弁護士 日本国及びニューヨーク州：インド・パキスタン・バングラ 

デシュ・スリランカ・南アフリカ・インドネシア法令担当 

熊代 なつみ 弁護士：インドネシア法令担当 

卜部 晃史  弁護士：インドネシア法令担当 

野島 未華子 弁護士：インドネシア・フィリピン法令担当 

千葉 香苗  弁護士：越南法令担当 

塚本 聡   弁護士：インドネシア法令担当 

上村 遥奈  弁護士：インドネシア法令担当 

大牟田 啓  弁護士・公認会計士：財務・会計・税務・韓国法令担当兼モンゴルデ

スク主任 

梶間 茂樹  弁護士：シンガポール・インドネシア法令担当 

實延 俊宏  弁護士：シンガポール法令担当 

萩原 亮太  弁護士：ベトナム法令担当 

三冨 貴博  弁護士：日本法令担当 

宮澤 旭麿  弁護士：日本法令担当 

飯田 悠   弁護士：日本法令担当 

山田 重嗣  公認会計士・税理士：財務・会計・税務法令担当 

穂積 比呂子 税理士：租税法担当 

山本 志織  パラリーガル：インド・パキスタン・バングラデシュ・スリランカ・ 

南アフリカ・ブラジル法令担当 

ジュロフ ロマン  外国法事務弁護士（ロシア連邦弁護士） 
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：ロシア・ウクライナ・ベラルーシ法令担当 

ヤラシェフ ノディルベック  外国法研究員（ウズベキスタン共和国弁護士） 

：ウズベキスタン・カザフスタン・トルコ・ロシア法令担当 

リッキ・A・サボナイ  外国法事務弁護士（フィリピン共和国弁護士） 

：フィリピン法令担当 

吉岡 京   パラリーガル：越南法令担当 

新山 祐美  パラリーガル：インドネシア法令担当 

松本 園美  パラリーガル：韓国法令担当 

 

関連ベトナム法人 

  UIVN CO.,LTD 

 

（追記） 

 1 中国の主要法令の日本語訳文は、アジア経済法令速報（年 24 回発行）を通じて

有償にて提供しております。 

 


